パブリック・コメント募集　　　～市政への意見反映制度～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成27年４月からの施行が予定される子ども・子育て支援新制度について、「子ども

・子育て支援法」（平成24年法律第28号）が制定され、また、「就学前の子どもに関す

る教育・保育等の総合的な提供の推進に関する法律」（「認定こども園法」）及び児童

福祉法等が改正されました。これらの法整備に伴い、新制度の実施にあたって必要とな

る各種基準について、国の府省令をもとに、市町村が条例で定めることとなりました。

そこで、「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準」、「家庭

　　　的保育事業等の設備及び運営に関する基準」、「放課後児童健全育成事業の設備及び運営

　　　に関する基準」の各基準について、現段階での基準案（考え方）を作成しましたので、

　　　これらの基準案（考え方）について、市民の皆様のご意見を募集するものです。
案 件 名　　
(1)三島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準案

(2)三島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準案　　

(3)三島市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準案
内  　容　　　　

１　特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準案

　(1)　趣旨

　　　子ども・子育て支援法の規定により、特定教育・保育施設の設置者は、

市町村の条例で定める特定・教育保育施設の運営に関する基準を遵守しな

ければならないことになっており、また特定地域型保育事業者についても、

市町村の条例で定める特定地域型保育事業の運営に関する基準を遵守しな

ければなりません。そして市町村がこの基準を定めるに当たっては、国が

定める基準に従い、または参酌して定めることとされました。

　※特定教育・保育施設とは、施設型給付を受ける施設として市町村が確

認した「幼稚園」、「保育所」、「認定こども園」のことです。

　　　※特定地域型保育事業とは、地域型保育給付を受ける施設として市町村

が確認した「家庭的保育事業」、「小規模保育事業」、「居宅訪問型保育

事業」、「事業所内保育事業」のことです。

　　　　○家庭的保育事業：家庭的な雰囲気の中で、少人数（定員5人以下）

を対象に保育を実施する事業

　　　　○小規模保育事業：少人数（定員Ａ・Ｂ型6人～19人、Ｃ型6人～10

人）を対象に、家庭的に近い環境で保育を実施す

る事業

○「居宅訪問型保育業」：障がい・疾病等がある子どもで個別のケアが

必要な場合に、利用者の居宅で保育士等が1対1

の保育を実施する事業

○事業所内保育事業：企業が、育児中の従業員向けに設置した保育施

設において、従業員以外の地域の子どもを一定

数受け入れて保育を実施する事業

　　(2)　本市の基準案（考え方）

　　　　 国の定める「従うべき基準」及び「参酌すべき基準」のすべてにおい

て、国の基準と異なる基準とすべき地域の実情はないことから、国の基

準と同様の内容にすることとします。

 ２　家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準案

　 (1)　趣旨

　　特定地域型保育事業者は、改正児童福祉法の規定により市町村が定め

ることとされている家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を遵

守しなければならないことになっており、市町村がこの基準を定めるに

当たっては、国が定める基準に従い、または参酌して定めることとされ

ました。

※家庭的保育事業等とは、「家庭的保育事業」、「小規模保育事業」、「居

宅訪問型保育事業」、「事業所内保育事業」のことです。

　　

　　(2)　本市の基準案（考え方）

　　　　国の定める「従うべき基準」及び「参酌すべき基準」のすべてにおい

て、国の基準と異なる基準とすべき地域の実情はないことから、国の基

準と同様の内容にすることとします。

 ３　放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準案

　 (1)　趣旨

　改正児童福祉法の規定により、市町村は、条例で放課後児童健全育成

事業の設備及び運営に関する基準を定めなければならなくなり、この基

準を定めるに当たっては、国が定める基準に従い、または参酌して定め

ることとされました。

　※放課後児童健全育成事業とは、「放課後児童クラブ」のことです。

　 (2)　本市の基準案（考え方）

　　　　国の定める「従うべき基準」及び「参酌すべき基準」のすべてにおい

て、国の基準と異なる基準とすべき地域の実情はないことから、国の基

準と同様の内容にすることとした。ただし、次の基準については、直ち

にすべてのクラブに適用した場合、児童の受け入れに支障が生じる可能

性があるため、条例施行後5年間は、規定を適用しない経過措置を設け

ることとします。

　　　　 ①　専用区画の面積は、児童1人につきおおむね1.65㎡以上でなけ

ればならない。

　　　　 ②　一の支援の単位を構成する児童の数は、おおむね40人以下とす

る。

 ４　「従うべき基準」及び「参酌すべき基準」の区分

　 (1)　 従うべき基準

　　　　 条例の内容を直接的に拘束する必ず適用しなければならない基準で

あり、当該基準の範囲内で、地域の実情に応じた内容を定めることは認

められるが、国基準を下回ることはできないもの

　 (2)　参酌すべき基準

　　　　法令に定める基準を十分参酌したうえで、地域の実情に応じて国基準

と異なる内容を定めることができる基準
担 当 課　　子育て支援課　電話 983－2611　ＦＡＸ 983－2709
Eメール kosodateka@city.mishima.shizuoka.jp
募集期間    ７月１１日（金）～８月１０日（日）まで
提出方法　　募集期間内に、直接または郵送・ＦＡＸ・Ｅメールで
(電話での受け付けはしません)
〒411-8666　三島市北田町4番47号 三島市役所子育て支援課へ
※市ホームページ（http://www.city.mishima.shizuoka.jp/）のパブリック・コメント

コーナーでも受け付けています。資料は、市ホームページ、市役所情報公開コーナー、

子育て支援課、市民生涯学習センター、北上文化プラザ、中郷文化プラザ、錦田公民館、

坂公民館で取得及び閲覧ができます。市のパブリック・コメント制度全般については

行政課（TEL.983-2615）へお問い合わせください。

